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1919 国：市街地建築物法

1950 5月 国：建築基準法制定

国：造林臨時措置法・拡大造林政策

1951 国：森林法一部改正

1955 1月 国：木材資源利用合理化方策が閣議決定
94.5

1959 建設省：建築基準法の一部改正・防火規定の強化 日本建築学会：建築防災に関する決議・木造禁止

88.9

1961 国：木材価格安定緊急対策 日本建築学会：伊勢湾台風災害調査報告刊行
82.5

1964 国：外国産丸太完全自由化と他の木材関税撤廃 東南アジアの原木丸太材の輸出規制

72.9 1980年：マレーシア・サラワク州・ラミン材の輸出禁止
1982年：フィリピン・丸太材の全面輸出禁止

1985 9月 国：先進5か国蔵相・中央銀行総裁会議 1985年：インドネシア・丸太材の全面輸出禁止

37.1
1960年代林業労働力の都市部への流出

1987 建設省：建築基準法の一部改正 都市部の労動力需要増大に伴い林業労働力の急減

30
1993年：マレーシア・サラワク州・ベリー材他の輸出禁止

1996 林野庁：森林資源基本計画の改定 1993年：マレーシア・サバ州・原木丸太材の輸出禁止

20.8

2000 11月 建設省：建築基準法の一部改正
18.9 1995年：阪神淡路大震災
2003 国交省：建築基準法の一部改正

19.1
2005 4月 林野庁：地球温暖化防止に貢献する国産材の利用 6月 おおさか河内材利用促進ネットワーク協議会の設立

20.5

2006 9月 国：森林・林業基本計画が閣議決定 ウッドエンジニアリングによるサーモウッドの国産化

20.7

2007 10月 国・防災科学技術研究所：7階建て木造実大振動台実験 6月 美しい森林づくり全国推進会議（第1回）
23

2008 11月 国・防災科学技術研究所：伝統的木造軸組構法振動実験 2月 大阪府木材連合会・木材利用クラブ

24.4

2009 12月 林野庁：森林・林業再生プラン 11月 木のまち・木のいえ推進フォーラム
28.2

木材輸入は全面自由化となった。国産材の価格が高騰する一方
で外材（外国産の木材）の輸入が本格的に始まった

広葉樹と針葉樹が混ざる複層林を増やす森林資源基本計画改
定を打ち出し、拡大造林政策に終止符を打った。

性能規定導入、耐火木造建築で4階以上がが可能となった

おおさかの木で安心安全な家づくり：地産地消・木の家づくりセミ
ナーを主催。設立記念イベントの木工教室と丸太切大会を河内
長野市林業総合センター「木根館」で開催した。

市民や児童の木材に対する親しみや木の文化への理解を深め
るため、関係者が連携・協力しながら、材料としての木材の良さ
やその利用の意義を学ぶ、「木育」関する教育活動を促進

国産木材がノンケミカルで寸法安定性（われ、そりの防止）に優
れ、防腐性（耐久性）が高く、熱伝導率の低下（断熱性）、軽量化
が図られた

豊かな森林の恵みを引き出し、科学技術と自然が共存する新た
な文化とライフスタイルを築くために活動

木材の利用を拡大することによって、地球温暖化防止や森林の
適正な管理に資するため、企業等による地域産材を用いた木材
製品の利用を促進することを目的

伝統構法は、地域性が豊かで優れた意匠性を有しており、木材
そのものが再生産可能な生物資源であるなど、環境共生に適し
ている伝統構法の良さを生かした設計法を構築する

10年後の木材自給率を50％以上を掲げ、林業・林産業の再生を
環境をベースとした成長戦略の中に位置付け、木材の安定供給
力の強化を軸にした対策により雇用も含めた地域再生を図る。森
林計画制度等の制度面から路網・作業システム整備、人材育成
などの実践面も含め、森林・林業政策を全面的に見直す

企業・ 関連団体施策国・大阪府他自治体施策

木材自給率（％） 1955年は94.5％：林野庁資料

都市部で木造建築の規模・高さの制限制定

棟高13ｍを超える又、延べ面積3000㎡を超える木造建築の原則
禁止、建築用途や防火地域では別途厳しい規制

1950年12月林野庁林産課と林業試験場は木材の合理化(木材
を使わないこと)を促進する｡翌1951年3月に木材利用合理化協
議会の構想で代替資源の利用(RC造の促進､木炭から他の燃料
への転換など)､の経緯があって木を使わないことが方針となった

9月の伊勢湾台風では、約15万棟の住宅が全壊または半壊した。
これを受けて同年10月、火災や風水害防止を目的とした「建築防
災に関する決議」で条件付き木造禁止を提起した。

知事指定の要造林地を所有者が造林しない場合、知事が造林
者を指定し植林させることのできる法、年間造林面積：30万hrへ

伐採の規制と伐採後の造林義務づけ,林道10ケ年計画

昭和20年～昭和30年代には戦後の復興等のため木材需
要が急増した。しかし戦時中の乱伐による森林の荒廃や自
然災害等の理由で供給が充分に追いつかず木材が不足、
木材価格が急騰を続けていた。このため国は造林を急速
に行うため「拡大造林政策」を行った。　これは主に広葉樹
からなる天然林を伐採した跡地や原野などを、針葉樹中心
の人工林に置き換える政策であった。

燃料革命：当時の家庭燃料は木炭や薪が中心だったが、
電気・ ガス・石油に切り替わっていった。農家周辺の里山
の雑木林は利用されなくなり、拡大造林施策がいっそう進
められた。

住宅・建築物への木材利用の取組を全国的に、より効果的に推
進していくためには、有識者、住宅産業及び林業・木材産業等の
事業者、関係団体、地方公共団体等の木材利用に取り組む関係
者等が、住宅・建築物における木材利用に関する方策の検討、
情報発信、ノウハウの提供や情報交換等を行う

1992年国：第３回地球サミット・環境と開発に関する国連会議
森林に関する原則が採択され、木材生産第一主義から、生物
多様性や地球環境保全など持続可能な森林管理へ転換

　　　　国：外国産木材輸入自由化始まる
燃料革命と同時期の昭和30年代、木材の需要を賄うべく、木材
輸入の自由化が段階的にスタート

日本建築学会は「木造建築全般の禁止を一律に求めたものでは
なく、危険の著しい地域を防災地域として指定し、この地域にお
ける建築制限の一つとして、木造禁止を提起

プラザ合意により発表された、為替レート安定化に関する合意ド
ル円レートは1ドル235円から1年後には150円台で取引

大断面集成材による大規模木造建築が可能となる、体育館など
大屋根の建築物が実現、木造3階建てが可能に。

国産材を利用することにより森林整備に必要な資金を山に還流
し、「植える→育てる→収穫する→上手に使う」という「森林の循
環」を促進する「木づかい運動」で京都議定書の達成に貢献

防災研と(財)日本住宅・木材技術センターは、国交省の補助によ
り伝統的木造軸組構法住宅の設計法作成及び性能検証事業に
関する震動台実験を実施した。 試験体は伝統的な軸組構法で
建設された木造住宅の総2階建ての2棟(A棟、B棟)とし、デュー
ルと各階床面積・階高は異なるが、両棟ともほぼ同じ間取として
いる。実験では、1995年兵庫県南部地震において観測された波
形等を入力し、強震時における試験体の損傷・挙動を確認した。

イタリア国立樹木・木材研究所)との国際共同研究の一環として、
実大の７階建木造建物を用いた震動台実験を行った。

伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験」検討委員会

シックハウス対策規制・ホルムアルデヒドにより建築材料に規制他

古い木造住宅に被害が多かったため、非木造住宅の需要が

増えた



2010 10月 国交省：公共建築物木材利用促進法 1月 国産材を活用したヒートアイランド対策協議会
26.3

文化庁：平城宮跡大極殿正殿整備

2011 11月 東京都港区：みなとモデル二酸化炭素固定認証制度 1月 日本林業再生の道パートⅥ、パートⅠは2005年５月

27

12月 竹中工務店：1時間耐火集成材燃ウッドで大臣認定

2012 2月 国交省：木造3階建て火災実験 3月 鹿島建設：1時間耐火集成材Ｒウッドで大臣認定

28.1 7月 農林水産省：森林法一部改正

3月 森林・林業・木材産業京都会議（第1回）
4月 京都市：特定建築物に地域産木材の利用義務

2013 4月 林野庁：森林総合監理士（フォレスター）制度 4月 木で未来つくろうＩＮ大阪府（シンポジューム）
28.8

6月 下馬の集合住宅完成

2014 6月 国交省：建築基準法の一部改正 世界の木材の輸出規制

31.2

2015 6月 国交省：建築基準法の一部改正
33.3

6月 国交省：サステナブル建築物等先導事業の提案募集

2016 4月 国交省：木質系CLT（Cross Laminated Timber）告示

5月 林野庁：新たな森林・林業基本計画が閣議決定

7月 防火木材利用推進協議会

林野庁：CLT建築物等普及促進補助事業

2017 5月

国交省：多様な用途の先導的木造建築物への支援

国交省：実験棟の整備への支援と性能の把握・検証

環境省：業務用施設等における省ＣＯ2促進事業

環境省：賃貸住宅における省ＣＯ2促進モデル事業

経済産業省：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）やゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）実証事業
ゼロエネルギー排出の事業を支援、こちらの実証支援事業ではＺＥＢはＣＬＴを使用する建物を優先採択、ＺＥＨは木材利用で加点

CLT設計手法で建築基準法告示が公布・施行された。これらによ
り、CLTの一般利用がスタート、高さ60ｍ以下は大臣認定が不要
に。

森林・林業基本計画は、森林・林業基本法に基づき、森林・林業
をめぐる情勢の変化等を踏まえ、おおむね5年ごとに変更する。
今回の基本計画では、本格的な利用期を迎えた森林資源を活
かし、需要面においてはCLTや非住宅分野等における新たな木
材需要の創出と、供給面においては、主伐と再造林対策の強化
等による国産材の安定供給体制の構築を車の両輪として進め、
林業・木材産業の成長産業化を図ることとしてる。

CLT（直交修正板）を起爆剤として木材活用を強力に推進する

平城宮跡を古代都城文化を体験的に理解できる場として次代に
引き継ごうと、昭和53年に文化庁において策定された「特別史跡
平城宮跡保存整備基本構想」に基づき、国において歴史的建造
物の復原などの整備が進められた。

港区内で新たな5千㎡以上の建築物は一定の国産木材の使用
義務付け。公共1万㎡→50㎥、民間1万㎡→10㎥

CL木材を使用していることを加点項目

環境省：木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業

木造建築物に関する見直し、3,000㎡以内に防火設備等で有効
に区画した場合,構造計算適合性判定制度の適応外

CLTを使用する建物を優先的に採拓

CLTに限らず先導的な中大規模の木造建築物に対して支援

CLTなどで実験棟を建て、その建物の居住性能や温熱環境の試験

CLTを用いて建てる建築物で断熱性能の効果検証を行う施設に補助

林野庁：合法伐採木材などの流通及び利用の促進に関する法律・施行（2016年公布）
対象は事業者で合法木材を利用するよう努める義務が重要とされている。罰則はないが違法伐採木材を使わないと宣言した事業
者が「登録木材関連事業者」として認定される。2006年に「木材・木材製品の合法性、接続可能性の証明のためのガイドライン」に続
く法律

CLTは1995年頃からオーストリアを中心として発展し、カナダやア
メリカでもCLTを使った高層建築が建てられ近年各国で急速な伸
びを見せている。日本では2016年9月に竣工した高知県自治会
館新庁舎が6階建ての４～６階に木造軸組工法の耐力壁、間仕
切壁、可動間仕切、移動間仕切に４７㎥採用された

防火木材の製造業社で防火木材の品質を維持管理し、更なる向
上を目指して,木材の防火処理、薬剤の注入量の確保などの高い
レベルの製造技術、並びに品質管理を推進する

サステナブル性という共通価値観を有する省エネ・省CO2や木
造・木質化による低炭素化に係る先導的な技術の普及啓発に寄
与する住宅・建築物のプロジェクトを公募、整備費の一部を補助

 大規模木造に関する緩和。準耐火木造で延べ面積3000㎡超の
建物や、木造3階建ての学校が準耐火で可能

２０１４年：ミャンマー4月から丸太の全面輸出禁止
２０１４年：中国政府から4月以降中国黒竜江省及び大興
安嶺全域における天然林伐採を全面禁止の通達
２０１４年：ロシアのタモ・ナラ材は5月から、ワシントン条約
付属書Ⅲの管理下となる
２０１５年：ウクライナが今後10年丸太の輸出禁止

森林・林業、木材、住宅建設、森林保全に取り組む企業・団体な
ど川上から川下の関係者が初めて一堂に会して連携する

産経新聞主催、地域で産出される木材を利用する大切さや、地
域木材を活用した家やリフォーム、木製品の特色やメリットを伝え
るシンポジュ－ム

５階建ての２～４階を１時間耐火の木造とした、耐火被覆した柱と
マッシブホルツの熱い床で主要構造部を構成、梁をなくした柱、
床、屋根に対し、１００５年に大臣認定取得済

横浜で4階建て商業施設サウスウッドで採用

第１０回、木のまち・木のいえリレーフォーラムイン大阪
前出の木のまち・木のいえ推進フォーラムが主催、林業・木材住
宅産業関係者による先導的な活動を行う地域において、業界関
係者がd参加できる交流イベントの開催支援。

林野庁の森林・林業再生に向けた改革の姿の発表と、森林・林業
関係者による循環資源としての森林の育成・木材利用について

森林・林業に関する専門的かつ高度な知識や技術を有する技術
者が、市町村、地域の林業関係者に技術的支援を行う

森林林業再生プランを法制面で具体化

木造率が低く今後の需要が期待できる公共建築物にターゲット
を絞って、国が率先して木材利用に取り組むとともに、地方公共
団体や民間事業者にも国の方針に即して主体的な取組を促し、
住宅など一般建築物への波及効果と、木材全体の需要を拡大

間伐材の熱処理材で建築物等を被覆することでヒートアイランヂ
対策につなげることを目的とした産官学連携の協議会。林野庁の
「地域材加速化緊急対策事業」の中の「屋上木化等の外構材に
よる環境貢献度調査」として採択された

文京区で3階建て商業施設音ノ葉グリーンカフェで採用


